
○白山市空き家改修補助金交付要綱  

平成２５年３月３０日  

告示第１１６号  

（趣旨）  

第１条  この告示は、本市における空き家の有効活用を通して、定住の促進及

び地域の活性化を図るため、空き家バンクに登録された空き家の改修及び修

繕（以下「改修等」という。）に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金

を交付することに関し、白山市補助金交付規則（平成１７年白山市規則第５

２号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。  

（定義）  

第２条  この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。  

（１）  空き家  白山市空き家バンク制度実施要綱（平成２４年白山市告示

第２０３号の２。以下「実施要綱」という。）第２条第２号に規定する空

き家バンクに登録された空き家をいう。  

（２） 入居者 実施要綱第８条に規定する空き家バンクの利用の登録をし、

空き家の所有権を移転するため所有者と売買契約を締結している者又は空

き家を賃借するため所有者と賃貸借契約を締結している者（次号において

「契約締結者」という。）で、現に空き家を使用しているものをいう。  

（３）  入居予定者  実施要綱第８条に規定する空き家バンクの利用の登録

をしている契約締結者で、改修等が完了した後に空き家を使用する予定の

ものをいう。  

（補助金の交付対象者）  

第３条  補助金の交付を受けることができる者は、空き家の所有者又は入居者

若しくは入居予定者のうち売買契約又は賃貸借契約を締結した日から起算し

て６月以内に補助金の交付を申請することができる者で、次の各号のいずれ

にも該当するものとする。  

（１）  市税を滞納していないこと。  

（２）  入居者又は入居予定者が空き家の所有者の３親等内の親族でないこ



と。  

（３） 過去５年の間にこの告示に基づく補助金の交付を受けていないこと。 

（交付の申請等）  

第４条  補助金の交付を受けようとする者は、空き家の改修等の工事の着手前

に必要な書類を添えて市長に申請しなければならない。  

２  前項の規定による申請は、実施要綱第２条第２号に規定する空き家バンク

に登録されている空き家１件につき１回に限るものとする。  

（補助対象費用）  

第５条  補助の対象となる費用は、空き家の改修等（日常の生活に使用しない

箇所の改修等を除く。）に要した費用で、当該金額が１０万円以上のものと

する。  

（補助金の額）  

第６条  補助金の額は、前条の空き家の改修等に要した費用の２分の１に相当

する額（１，０００円未満の端数があるときは、当該端数を切り捨てた額）

とし、５０万円（空き家が河内地域、吉野谷地域、鳥越地域、尾口地域又は

白峰地域に所在する場合にあっては、１００万円）を限度とする。  

（適用除外）  

第７条  市長は、この告示により補助金の交付を受けようとする者が第５条に

規定する空き家の改修等に要する費用について、この告示に定める補助金以

外の補助金、助成金等の交付の対象となる場合は、補助金を交付しない。た

だし、当該他の補助制度の補助等の対象となる箇所が、この告示に規定する

補助対象費用の算定根拠となる改修等の箇所と明確に区分できる場合は、こ

の限りでない。  

（業者の選定基準）  

第８条  この告示により補助金の交付を受けようとする者は、空き家の改修等

に係る工事の契約を締結する場合は、当該契約の相手方を本市に本社若しく

は支社、支店、営業所等を有する法人又は本市で事業を営む個人事業者の中

から選定するよう努めなければならない。  

（申請書等）  

第９条  この告示の実施に必要な申請書等は、次のとおりとする。  



（１）  規則第３条に規定する補助金交付申請書（規則様式第１号）  

（２） 規則第５条に規定する補助事業変更等承認申請書（規則様式第２号） 

（３）  規則第６条に規定する補助金交付決定通知書（規則様式第３号）  

（４）  規則第１２条に規定する補助事業実績報告書（規則様式第５号）  

（５）  規則第１３条に規定する補助金交付確定通知書（規則様式第６号）  

（６）  規則第１５条に規定する補助金請求書（規則様式第７号）  

（その他）  

第１０条  この告示に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。  

附  則  

この告示は、平成２５年４月１日から施行する。  

附  則（平成２８年３月２２日告示第１０９号）  

この告示中附則第１項及び第２項の改正規定は公表の日から、第１条及び第

２条の改正規定は平成２８年４月１日から施行する。  

附  則（平成２９年３月２４日告示第８７号）  

この告示は、平成２９年４月１日から施行する。  

附  則（平成３０年２月２７日告示第７４号）  

この告示は、平成３０年４月１日から施行する。  

附  則（平成３１年３月７日告示第９３号）  

この告示は、平成３１年４月１日から施行する。  

附  則（令和２年９月３０日告示第２８１号の２）  

この告示は、令和２年１０月１日から施行する。  

附  則（令和３年６月１７日告示第２１０号）  

この告示は、令和３年７月１日から施行する。  

附  則（令和５年３月３日告示第９２号）  

この告示は、令和５年４月１日から施行する。  

附  則（令和７年３月６日告示第７９号）  

この告示は、令和７年４月１日から施行する。  

附  則（令和７年５月２３日告示第１９１号）  

この告示は、令和７年７月１日から施行する。  


